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金融の自由化・証券化・国際化と地域金融
池島正興
はじめに
近年，地域金融あるいは地域金融機関のあり方に関する議論が活発になさ
れてきた。例えば，金融制度調査会金融制度第一委員会は金融機関の業務規
制の自由化に関する審議の過程で1990年 7月に中間報告「地域金融のあり
方」1)を取りまとめた。 その中間報告は， 詳細は本文に譲るとして， 地域金
融を「地域（国内のある限られた圏域）の住民，地元企業及び地方公共団体
等のニーズに対する金融サービス」2)と定義した上で，地域経済の活性化や地
域経済の不均衡の是正のための地域金融の充実の必要性を強調し，地方銀行
および協同組織金融機関を地域金融の主要な担い手たる地域金融機関として
積極的に位置づけ，地域金融充実の必要性の観点から地域金融機関独自の業
務規制の緩和のあり方を提言するものであった。この中間報告を代表的なも
のとして，地域金融機関の現状や地域経済に果たすべき地域金融機関の役割
やその経営のあり方について，地域金融機関の当事者をも含めて活発な議論
がなされてきているのである丸
1)金融制度研究会編「新しい金融制度について一金融制度調査会答申ー」金融財政
事情研究会， 1991年， 503-33ページに所収。なお以下引用する場合には，単に「新
しい金融制度について」と略す。
2) 『新しい金融制度について」， 512ペー ジ。
3)例えば，原司郎「地域金融と制度改革」東洋経済新報社， 1990年，杉村正裕「90
年代の地域金融機関』日本経済新聞社， 1991年，「金融ジャーナル」第30巻第1号
（「地域金融とはなにか」特集号）， 1989年，『金融財政事情」第41巻第27号（「地域
金融機関の選択」特集号）， 1990年， 坂本正ほか「金融の自由化と地域金融機関」
「産業経営研究」第1旧号， 1991年， 73-97ページ，「都市問題」第80巻第4号（「金
融国際化と地城金融」特集号）， 1989年などを参照。
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従来の地域経済に関する研究や論議にあっては，地域金融の問題は余り取
り上げられなかったし，取り上げられる場合でも，地方債とその引受問題に
限定されるきらいがあった。しかし今や地域金融のあり方，あるいは地域金
融機関のあり方に関する論議の高まりのもとで，いわば金融（機関）の側か
ら，地域金融機関が単に地方公共団体のみならず，地元企業や住民のニーズ
に対応する金融サービスを供給することを基礎に，地域経済の発展に積極的
かつ能動的役割を果たすことが強調されてきているのである。
小論は，この近年の地域金融あるいは地域金融機関に関する論議の中で，
単に理論的な影響の大きさのみならず，実際に金融行政に及ぽした影響から
しても， それらの論議を代表するものと言える， 前述の中間報告を取り上
げ，検討を加えようとするものである。とはいえ，中間報告の全面的な検討
を試みるものではない。
小論での問題意識の中心は，そもそも，金融の自由化，さらには金融の証
券化や国際化は果たして地域経済の活性化や地域住民の豊かさにつながるの
かという点にある。後に本文で確認するように，中間報告は金融の自由化，
証券化，国際化が地域金融の後退をもたらしたことを認めつつも，基本的に
はそれを是認し，金融の自由化等の推進の基本方向に沿った地域金融の充実
が地域経済の活性化などに結実するという立場に立っている。金融の自由化
の是認，推進というのが中間報告の基本的スタンスである。
そこで、小論ではまず，金融の自由化， さらには金融の証券化，国際化が
地域金融のにない手たる地域金融機関に与えているインパクトあるいはそれ
らの進行のもとでの，地域金融域関の現状を，信用金庫に考察の焦点を合わ
せながら，析出する。そして，そうした分析を基礎に，中間報告の基底をな
す金融の自由化・証券化・国際化への基本的な理解を吟味し，さらに，中間
報告の主要な主張に関連させながら，金融の自由化等の是認，推進を前提と
することが，またその方向に沿った，地域金融の充実が，果たして地域経済
の活性化や地域住民の暮らしの豊かさに結果するのか，従来議論されてきて
いない，二，三の問題点を提起したい。
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I 低経済成長期の金融の自由化・証券化・国際化と地域金融
機関
金融制度調査会の中間報告「地域金融のあり方」では地方銀行および協同
組織金融機関を地域金融機関と規定しているが，信用金庫は法令上，定款で
営業区域を限定することを義務づけられており，それゆえ，最も典型的な地
域金融機関といえる。そこで，信用金庫を中心に地域金融機関の現状を見て
いくことにする。
信用金庫の場合，それが位置する地域の差異やその金融機関としての規模
の大小の差異によって， 経営状況は大きく異なると一般的に指摘されてい
る。したがって，地域金融機関としての信用金庫の現状をより正確に把握す
るために，その地域的，規模的差異をもある程度考察の射程に取り入れるこ
ととする。
また地域金融機関の対極に位置する巨大金融機関たる都市銀行との対比を
通して，信用金庫の現状の特徴を析出していくこととする。
信用金庫の近年の動態を概観するため，それをトータルに表現する収益の
動向から把握していこう。
金融機関は全て1974-75年の恐慌を境とした低経済成長期への移行ととも
に， その収益の拡大テンポを大幅に低下， あるいは減収にすら追い込まれ
た。しかし， 1980年代に入るとともに，収益を回復してきた。ただ1980年代
後半に入ると，高度経済成長期とは逆に比較的規模の大きい普通銀行の方が
協同組織金融機関よりも収益拡大テンポが大きくなってきている。総体とし
て弱小金融機関たる信用金庫などはその収益の低迷傾向を明白にしてきてい
るのである。それゆえまた，都市銀行を取り上げて比べれば信用金庫とそれ
との収益格差は著しく拡大してきているのである。
都市銀行と信用金庫のそれぞれの 1行あたりの経常収益を算出し，前者が
後者の何倍であるかを見た場合， 1975-79年度の平均は約67倍であるが，
160(392) 第 38 巻 第 3•4号合併号
表ー1 金諭機関1行当りの当期利益の
各年度間の年平均増減率 〔飴〕
普通銀行 1 相互銀行 I 信用金庫
1965~69年度
70~74 
75~79 
80~84 
85~88 
22.7 
9.4 
△ 7.8 
14.6 
21. 9 
9.2 
18.4 
△ 8.7 
21. 0 
19.9 
（出所）日銀『経済統計年報」各号より作成。
21. 5 
20.0 
4. 7 
10.9 
9.3 
表ー2 都市銀行，信用金庫の1行当りの経常利益
1975年度
1976 
1977 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 
I都市銀行(A) 信用金庫(B)I AIB 
〔億円〕 〔百万円〕 〔倍〕
347.4 
403.3 
396.6 
452.3 
255. 7 
403. 1 
550.4 
690. 1 
827.8 
877.5 
868.5 
1,215.3 
1,660.5 
2,078.3 
1,665.2 
1,382.1 
507.0 
530.0 
597.1 
610.2 
509.8 
565.4 
607.2 
823.2 
910.7 
896.3 
902.1 
1. 099. 7 
1. 066. 9 
1. 222. 4 
913.5 
1,066.9 
68.5 
76.1 
66.4 
74.1 
50.2 
71. 3 
90.6 
83.8 
90.9 
97.9 
96.3 
110. 5 
155.6 
170.0 
182.3 
129.5 
（出所）『全国銀行財務諸表分析』，大蔵省「銀行局金融年
報」各号より作成。
1980-84年度ではその数字は平均87倍と大きくなり，さらに， 1985-90年度
では平均 141倍へと著しい増大を示している。低経済成長期に入り都市銀行
と信用金庫での収益力格差が大きくなり，とりわけ1980年代後半以降，その
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傾向は顕著となってきたのである。
次に信用金庫をおおまかな地域別・規模別次元でとらえておこう。都市圏
として東京都と大阪府，地方都市圏として広島県，農村圏として島根県をヒ°
ックアップする。また，信用金庫総数が少ない島根県を除き，他の府県では
預金規模から見て，上位金庫と下位金庫を区分することとする。
そうすると，下位庫よりも上位庫に位置し，また農村圏よりも都市圏にあ
る信用金庫の方がまだ収益の拡大テンポはより高いのが分かる。換言すれ
ば，全体として，信用金庫が収益の低迷を余儀なくされるなかで，都市化の
進展した地域での，しかも比較的大規模な信用金庫ほど収益の伸びは高く，
小規模でしかも農村圏にある信用金庫ほど収益の低迷が著しいのである。
以上，信用金庫に限定し， しかも，収益という点から，地域金融機関の現
状を概観してきた。
それでは，近年，例えば，都市銀行が高収益をあげる一方で，信用金庫の
収益は低迷し，その結果，収益格差が拡大するという事態は，いかなる基本
的要因によってもたらされてきたのであろうか。それはまた，低経済成長下
での，金融の自由化・証券化・国際化といかなる関連にあるのであろうか。
まず第一に押さえておかなければならないのは，金融機関の本来的な収益
源泉である預貸金業務での信用金庫の不振である。高度経済成長期には，ど
の金融機関も預金を順調に獲得し，そして，民間部門からの旺盛な資金需要
表ー 8 信用金庫の税引前当期利益の対前年比増減率の
各期間での平均（地域•預金規模別）
東京都 l大阪府 l広島県 I
上位下位 1上位 1下位上位 1下位 1
5金庫 5金庫 3金庫 3金庫 3金庫 3金庫
1980~84年度 13.4 I 10.8 I 11.0 I 13.3 I 10.1 I 9.6 
1985~89 I 12. 1 △ 0.7 I 8.0 I 9.3 I 9.2 I 1.2 
1980~89 I 12. 7 I 5. 0 I 12. 5 I 1. 3 I 9. 7 I 5. 4 
1980-91 I 10. 3 I _ 6.3 I 10~ 4 I 8.8 I 1.2 
（出所）『全国信用金庫財務諸表」各号より作成。
〔光〕
島根県
全金庫
8.8 
△ 4.3 
2.3 
1.0 
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のもとで，一定の利鞘を確保した上で貸出金を積極的に拡大することをとお
して高収益を獲得してきた。その中で信用金庫は都市銀行よりもはるかに高
い預貸金の伸びを獲得し，それゆえ，より高い収益と，より高い成長を実現
したのである。
しかし，低経済成長期への移行，とりわけ1980年以降この関係は逆転した
のである。低経済成長期への移行により，どの金融機関も高度経済成長期の
ような，預金および貸出金の順調な量的拡大は困難となり，それゆえまた，
利鞘も縮小した。その中にあって，高度経済成長期とは逆に，とくに貸出金
において都市銀行は信用金庫よりも高い伸びを獲得してきたのである。
そして，金融機関全体として，低い貸出の伸びを余儀なくされる中での，
都市銀行の比較的高いその伸びは， 当然ながら， 他方で， 信用金庫を含め
た，協同組織金融機関の金融機関全体に占める貸出シェアの縮小を伴うもの
であった。いや，より正確に言うならば，都市銀行は信用金庫などの協同組
織金融機関が専門とする貸出分野を侵食することをとおして貸出を拡大した
のである。
高度経済成長期には中小企業や個人への貸出は，これらを自らの専門分野
とする協同組織金融機関によって，もっぱら担われてきた。しかし， 1980年
代に入り，都市銀行はその分野への貸出を積極的に拡大してきたのである。
表ー4 金融機関の預金，貸出金の各期間の増加率 〔形〕
都市銀行 地方銀行 I信用金庫
預金i貸出金 1預金 1貸出金 1預金 I貸出金
1965~70年 194.4 200.3 204.2 213.0 248.6 274.8 
70~75 217.6 219.5 230.5 227.5 252.7 235.3 
75~80 161. 5 149.5 175.9 163.5 176.3 169.3 
80~85 147.1 173.l 154.3 161. 9 145.6 138.7 
85~90 166.9 170.2 162.6 162.2 163.6 161. 3 
（注）信用金庫の預金は定期積金を含む。
（出所）日銀『経済統計年報」各号より作成。
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都市銀行は中小企業や個人分野での貸出のシェアを拡大し，他方，その分野
を専門分野としてきた協同組織金融機関は都市銀行の侵食によりシェアダウ
ンを強いられてきたのである。
こうした都市銀行の行動は金融の自由化，さらには金融の証券化や国際化
と密接な関連がある。 1980年代以前にも，譲渡性預金のような自由金利商品
が登場していたけれども， 1984年の「日米円・ドル委員会報告」以後，市場
金利連動型定期預金 (MMC) や大口定期預金， 小口 MMCなどの自由金
利商品が加わり， 1980年代後半に金利自由化は著しい進展を見た。そしてこ
の預金金利の自由化の影響をより早い時期から，またより強く受けたのは最
表ー 5 業態別中小企業向け貸出シェアの推移 〔彩〕
年度末 l1980(a) 
； 都市銀行 21. 5 26.1 30.1 8. 6 全 地方銀行 19.8 20.5 20.2 0.4 信託銀行 0.7 2.6 3.3 2.6 
国 長期信用銀行 3.8 4.3 5.4 1.6 
銀 計 45.8 I 53.6 I 59.o 1 13.2 
信 託 勘 定 3. 2 | 3.5 I 3. 9 1 0.7 
行
48.9 I 57.1 1 62.9 1 計 14.0 
機蘭関
相互銀行 15.0 12.7 10. 9 △ 4.1 
中 信用金庫 17.2 14.7 13.2 △ 4.0 
小 信用組合 5.9 5.1 4.8 △ 1. 1 
企 計 38. 1 | 32.5 1 28.9 1 △ 9.2 
業
i 商工中金 4.5 4.3 3.5 △ 1.0 専門 中小公庫 3.8 2.7 2.1 △ 1. 7 機 国民公庫 3.4 2. 7 2.2 △ 1. 2 
関 計 I 1. 1 I 9.7 7.8 1 △ 3.9 
1985 J 1988(b) J a -b 
? ． ?
?
49.8 
100.0 
42.2 I 
100.0 1 
36. 7 I△13.1 
100. o I o 
（出所）中小企業庁編「中小企業金融の新潮流」同文館， 199~, 46ペー
ジ，図表1-24, より作成。
164(396) 第 38 巻 第3•4号合併g
表ー 6 住宅ロー ン市場シェア（残高ペー ス）〔彩，兆円）
年度 | 1965 I 1975 I 1985 1 1990 
都市銀行 2.0 16.0 12.3 20.5 
地方銀行 4. 7 13.6 9.0 7.5 
長信・信託 1. 5 8.4 4. 7 2.8 
第二地銀 3.1 7.3 4.9 4.1 
信用金庫 10.4 6.7 5.7 
信用組合 1.3 0. 9 0. 7 
労働金庫 6.4 3.8 2.0 1. 4 
農 協 7.2 4.0 2. 0 
生 保 0.1 3.2 5.4 4.1 
住専会社 3.7 7.4 10.7 
住宅公庫 63.4 18.5 31. 3 31. 5 
年金福祉 0.7 6.8 5.9 
そ の 他 18.8 5.8 5.5 3.1 
金 額 |o.4 I 16.3 1 69.2 11s. 3 
（出所）村本孜「社会資本の充実と住宅金融の役割」『金
融ジャー ナル」 1992年2月号， 14ペー ジ。
大金融機関たる都市銀行であった。というのは，規制金利商品よりも有利な
自由金利商品の登場の当初には，それに設定される最低預入額は巨額で，そ
の後に漸次小口化されるのが通例であり， したがって，その当初にその自由
金利商品の買い手として登場できるのは，都市銀行の主要顧客たる大企業で
あるからである。逆に言えば，自由金利預金＝有利な財テク商品を提供する
ことによって，都市銀行は，金利選好を強め有価証券投資など預金以外での
資産運用を強めつつある，預金者たる大企業の銀行離れを緩和することがで
きたのであるが，それは他面では他の金融機関に比べて預金残高に占める自
由金利預金比率のウエイトの増大＝資金調達コストの上昇という代価を払わ
なければならなかった。
1980年代後半には金融の自由化・国際化の進展のもとで，大企業は自己資
本の充実と資金コストの低減化のために資金調達の圧倒的大部分を内外資本
市場での証券発行で行ったので金融の証券化も進展した。例えば， 1985-87
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年では大企業の資金調達に占める借入金の割合はわずか 1.9％に過ぎず，そ
の98.1％は国内・外での有価証券発行による資金調達によるものであった4)。
こうした大企業からの借り入れ需要の激減のもとで，都市銀行はその資金
コストの上昇による収益へのマイナスを回避あるいは軽減するための一つの
方策として，相対的に厚い利罪が確保される，長期貸出や，個人，中小企業
の分野への貸出の積極的な量的拡大を図ったのである％
大規模金融機関たる都市銀行に比べて他の金融機関の経費率は高い。例え
ば， 1988年中間期での国内での都市銀行の経費率は1.20％で，地方銀行，第
二地方銀行（相互銀行），信用金庫のそれは， 1.82 %, 1. 93 %, 2. 20％であ
る6)。 したがって，都市銀行にとって，他の金融機関よりも貸出金利を低く
設定しつつも，他の金融機関と同程度の利鞘あるいはそれ以上の利鞘を稼ぐ
ことも可能である。貸出金利競争において都市銀行が優位にあることは明白
である。そして現実にも， 1980年代では都市銀行は激しい貸出金利競争を展
開し，その預貸率の急上昇に顕著に表されているように，中小企業や個人の
分野での貸出を積極的に拡大し，そこでのシェアを高めたのである”。
他方， 信用金庫などの協同組織金融機関は都市銀行の預貸率とは対照的
な，その預貸率の急落に顕著に表されているように，専門としてきた貸出分
野を侵食され，激しい貸出金利競争により貸出金利が上方硬直的となり，利
鞘の拡大が望めない中で，貸出の量的拡大の困難と，貸出の質的悪化＝ハイ
リスク・ハイリターン型貸出の増大を余儀なくされてきたのである。
4)鈴木淑夫編『日本の金融と銀行」東洋経済新報社， 1992年， 43-4ペー ジを参照。
5) 1980年代後半での金融の自由化・証券化・国際化が都市銀行に与えたインパクト
についてのより詳細は， 「近年における貸出金利の変動について一金利自由化の下
での銀行行動の一側面ー」『日本銀行月報』 1991年9月号， 1-26ページ，銀行問題
研究会『金融投機の経済学」新日本出版社， 1993年，第3章「大銀行の投機的経営
方針への転換」， 128-81ペー ジを参照。
6)吉野昌甫「金融自由化が中小企業金融に与える影響」「金融」第520号， 1990年，
表， 16ペー ジを参照。
7)中小企業貸出分野での都市銀行の激しい貸出金利競争の展開の詳細については，
同上， 11-21ペー ジを参照。
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（出所）吉野昌甫「金融自由化が中小企業金融に与える影響」『金
融」 520号， 1990年， 17ペー ジ。
貸出での信用金庫などの協同組織金融機関のシェアダウンは，一般的に銀
行間競争が激しいと言われている都市圏にだけ見られるのではない。 1980年
代に協同組織金融機関は全体として，東京都や大阪府のような都市園のみな
らず，地方都市圏たる広烏県や農村國たる島根県でもその貸出シェアを低下
させてきたのである。
ただ，信用金庫に限定すれば，広島県や島根県では，都市圏でほどそのシ
ェアダウンは明確ではない。それらの地域での金融機関競争の激化のしわ
寄せは，信用金庫よりもその経営体質がより脆弱な農業協同組合にこそ現れ
ているからであろう。農業協同組合のシェアダウンはきわめて大きくなって
いるのである。
しかし，そのシェアダウンという点から，都市圏の信用金庫の方が貸出の
量的拡大がより困難であったとは早急に結論づけることはできない。という
のは，金融機関全体の地域別預貯金，貸出残高の増加率から分かるように，
東京
都
大
阪
府
広
島
県
島
根
県
金融の自由化・証券化・国際化と地域金融（池島） （399)167 
表ー7 金融機関別貸出残高シェア 〔各年3月，％〕
闘□闘盟乱凰叫塁量I誓農1農協阻嗜嗜瓢酎冒
1966 85.00 4.30 7.03 1.15 1. 89 0.10 0.09 0.37 0.00 0.00 0.00 100.00 
1971 84.84 3.02 7.68 1.16 2.30 7.21 0.13 0.65 0.00 0.00 0.00 100.00 
1976 83.18 4.33 7.73 1. 30 2.13 0.29 0.29 0. 71 0.00 0. 01 0.01 100.00 
1981 83.19 4.77 7.30 1. 36 2.12 0.38 0.19 0.64 0.00 0.01 0.04 100.00 
1986 86.93 3.78 5.42 1. 61 1. 46 0.26 0.11 0.38 0.00 0.00 0.03 100.00 
1989 87.80 2.94 5.50 1. 65 1. 37 0.19 0.12 0.39 0.00 0.00 0.03 100.00 
1991 89.61 0.00 6.13 1. 68 1. 70 0.21 0.18 0.46 0.00 0.00 0.03 100.00 
1966 81.12 8.71 4.56 1.19 2.45 0.10 0.81 1.05 0.00 0.00 0.00 100.00 
1971 76.73 9.34 6.15 1. 52 3.18 0.16 1.48 1. 44 0.00 0.00 0.00 100.00 
1976 74.84 9.77 6.35 1. 89 3.29 0.31 1. 70 1. 83 0.00 0.00 0.02 100.00 
1981 73.59 10.80 7.38 2.16 3.61 0.35 0.90 1.12 0.00 0.00 0.08 100.00 
1986 76.59 9.87 6.35 2.16 3.51 0.35 0.45 0.65 0.00 0.00 0.07 100.00 
1989 76.63 9.83 6.44 1. 88 4.08 0.28 0.29 0.50 0.00 0.00 0.07 100.00 
1991 83.59 0.00 7.15 1. 88 5.93 0.29 0.51 0.59 0.00 0.00 0.06 100.00 
1966 58.32 17.20 10.69 2.97 4.06 0.47 1.50 4.80 0.00 0.00 0.00 100.00 
1971 56.20 15.29 10.43 2.89 3. 77 0.71 2.72 7.73 0.15 0.10 0.00 100.00 
1976 53.60 15.01 10.94 3.30 4.07 0.88 3.19 8. 71 0.12 0.05 0.14 100.00 
1981 51. 72 16.87 12.24 4.24 4.62 0.77 1. 54 7.54 0.14 0.09 0.23 100.00 
1986 54.06 17.28 12.33 4.04 5.20 0.63 0.84 5.23 0.10 0.09 0.20 100.00 
1989 55.14 18.40 12.19 3.36 5.05 0.54 0.97 4.03 0.04 0.05 0.22 100.00 
1991 72.34 0.00 12.85 3.01 5.37 0.59 1. 65 3.92 0.04 0.04 0.20 10.00 
1966 45. 73 10.47 8.12 3.95 2.35 1. 50 6.20 20.73 0.53 0.43 0.00 100.00 
1971 39.88 9.57 9.07 4.64 3.44 2.29 6.48 22.88 0. 75 1.00 0.00 100.00 
1976 36.70 9.47 10. 10 5.81 4.00 3.42 5.72 22.13 0.96 1. 40 0.27 100.00 
1981 35.51 8.94 1. 14 5.27 4.65 2.47 5.69 22.80 1. 33 2.02 0.38 100.00 
1986 39.36 10. 75 1. 62 5.27 5.03 2.54 3.62 18.87 0.90 1. 66 0.37 100.00 
1989 44.30 1. 41 1. 67 4.55 4.79 2.64 2.58 15.73 0.61 1. 30 0.43 100.00 
1991 57.16 0.00 1. 50 3.75 4.78 2.69 4.37 13.86 0.48 1.02 0.39 100.00 
（注）相互銀行の普通銀行への転換により 1991年の全国銀行のシェアは旧相互銀行の
それを含む。
（出所）日銀「都道府県別経済統計」各号より作成。
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広島県や島根県での金融機関全体に対する資金需要は都市圏に比べて著しく
弱かったからである。したがって，都市圏では，高度成長期にも見られなか
ったほどの全国銀行の高い預貸率には及びはしないものの，高度成長期に比
べても信用金庫の預貸率はそれほど大きく下落してはいないのに対し，広島
県さらに島根県での信用金庫の預貸率の下落は大きいのである。
都市圏以外の地域では信用金庫は低成長期への移行による資金需要の大幅
減と金融機関競争の激化のはざまの中で，貸出の困難＝金余り＝預貸金業務
での収益の悪化に直面し，地域から集めた金は地域に還元されず，ますます
地域から遊離しているのである。都市圏以外では信用金庫の金融機関全体の
貸出に占めるシェアは縮小していないものの，その預貸率の低下は大きかっ
たから，いわんや，そのシェアを明確に縮小させている農協などの他の協同
組織金融機関の預貸率の低下ぶりは一層顕著であろうことが推測されるので
表ー 8 金融機関の預貯金・貸出金残高の各期間の地域別増加率 〔形〕
預貯金 貸出金
全国悼京都！大阪府1広島県1島根県全国 1東京都l大阪府！広島県！島根県
1966~71年 216 197 204 217 219 220 210 203 245 214 
71~76 243 230 222 251 259 230 227 214 234 238 
76~81 181 168 160 183 199 155 154 141 149 178 
81~86 151 156 144 148 153 159 183 158 146 129 
86~91 154 165 150 149 146 161 167 166 152 134 
（出所）表ー 7に同じ。
1963~69年
70~74 
75~79 
80~84 
85~89 
表ー 9 全国銀行，信用金庫の各期間の年平均預貸率 〔飴〕
全 国 1 東京都 大阪府 I 広島県 1 島根県
全国 1信用 1全国 1信用 全国 1信用 1全国 1信用銀行金庫銀行金庫銀行金庫銀行金庫 I
93.6 79.8 113.0 78.8 107.6 82.6 86.4 82.0 
94.8 81. 3 93.4 82.2 105. 7 84.4 98.5 79.9 
93.7 79.3 118. 4 81. 1 107.0 82.6 97.8 77. 7 
90. 4 76.2 118. 2 80.7 102.1 82.0 89.7 76. 1 
102.6 72.3 134.6 77.8 117. 0 81. 3 96.3 73.9 
全国 1信用
銀行金庫
79.6 83.7 
75.5 83.9 
71. 3 80.8 
65. 1 79.3 
65.7 73.6 
（出所）表ー 7に同じ。
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ある。地方圏において，地域全体での資金需要の減退に，激しい金融機関競
争が加わって，全体としての協同組織金融機関の地域からの遊離が大きく進
行したことを窺わせるのである。
さて， 1980年代とくにその後半以降での信用金庫の収益の低迷と他方での
都市銀行の高収益の獲得という事態は，以上に見るような，単に預貸金業務
での収益状況の差異に起因するものではない。
都市銀行の場合， 「貸出金利の上昇が相対的に抑制される中にあって，銀
行収益が過去との比較でみて高水準を維持してきた背景としては·…••まず，
金融緩和下の株式・債券価格の上昇は，商品有価証券のディーリング益，投
資有価証券の含み益実現の双方を通じて，銀行収益を大きくかさ上げした。
もとより，銀行部門のディーリング益増加は，証券業務に対する規制緩和や
先物，オプション等の新商品導入が進む中で，銀行サイドがディーリング業
務に積極的に取り組んできたことへの成果と評価することができる」8)と指
摘されている。
都市銀行はこうした有価証券売買によるネットのキャビクル・ゲインだけ
ではなく，外国為替の売買によるネットのキャビクル・ゲインの獲得や手数
料などの役務収益等によって，収益全体を大きく引き上げてきたのである 9)0 
金融の自由化・証券化・国際化は金融機関に新たな収益獲得機会＝投機利
得獲得機会を提供するものであってきた。すなわち，まず，金融の自由化は
金融機関に投資家として，またディーラーとして市中での債券売買によるキ
ャビクル・ゲイン獲得の自由を提供してきた。また金融の自由化と関連した
金融の証券化・国際化の進展は，証券業務や国際業務を金融機関の重要な収
益源泉とするとともに，債券のみならず，株式，さらには新種の証券など多
様な証券の，かつまた，国内外にわたる売買からキャビクル・ゲインを獲得
する機会と，さらには外国為替の売買によるキャピタル・ゲインの獲得の機
8) 「近年における貸出金利の変動について」，前掲論文， 18-9ペー ジ。
9)赤松健治「バプル崩壊と中小企業金融」「商工金融』第3磋き第4号， 1992年， 30
-3ペー ジを参照。
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会を金融機関に十二分提供するものであってきた。都市銀行はこの金融の自
由化・証券化・国際化が提供する投機利得獲得機会をフルに活用してきたの
である。
1980年代，とりわけその後半以降，都市銀行は金融の自由化（特に金利の
自由化）や証券化・国際化の進展から生じる，預貸金業務での収益へのマイ
ナス要因を貸出金利競争をテコとした貸出の量的拡大によりカバーして収益
の悪化を回避しつつ，他面で，金融の自由化・証券化・国際化が開いた投機
利得の獲得機会を十全に活用し，莫大なネットのキャビタル・ゲインを得る
ことにより，高収益を獲得してきたのである。
他方，信用金庫を見れば，信用金庫もまた1980年代後半には有価証券売買
で巨額のキャヒ゜タル・ゲインを得ているが，都市銀行と比べれば，総体とし
て，経常利益の押し上げへの貢献度は低い。また， 1990,91年度では，都市
銀行が有価証券の売買でネットのキャビタル・ゲインを記録する一方で，信
用金庫はネットのロスを被っているように，都市銀行と比べて信用金庫の場
合，有価証券売買はより不安定な収益源泉，経常利益を不安定化させる要因
としての側面を有している。
この点は，外国為替売買により鮮明に現れている。信用金庫が， 1983年度
から1991年度までの 9年間で，外国為替の売買によるネットのキャビタル・
ゲインを得たのはわずか 3年間であり， しかもその他の年度で記録されてい
るネットのキャビタル・ロスの額を大きく下回っており，それゆえ，外国為
替売買は信用金庫の場合，総体として，経常利益を押し下げる作用をはたし
てきたのである。
信用金庫を地域別・預金規模別で見れば，都市圏よりも農村園にある金庫
の方が，また預金規模の上位金庫よりも下位金庫の方が，近年収益の低迷が
著しいことは既に見たところであるが，興味深いのは，それらの金庫の方が
投機利得への依存が高いことである。
そして，そうした利得に依存しても全体としての利益の伸びがきわめて小
さかったのは，いかに，弱小信用金庫の預貸金業務での収益が悪化している
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金融の自由化・証券化・国際化と地域金融（池島） (405)173 
のかを逆に示すものである。弱小信用金庫の収益は量的に低迷しているだけ
ではなく，投機利得への強い依存という点で質的に悪化しており，収益の不
安定化を強めているのである。この問題点は1990,91年度での有価証券売買
の大規模なネットのキャビタル・ロスの発生に顕在化している。
低経済成長期への移行により，金融機関全体として，預貸金の低い伸びを
余儀なくされる中で，金融機関間の預貸金の，とりわけ，貸出金のシェア拡
大競争は激化し，さらに金融の自由化・証券化・国際化はそれに拍車をかけ
た。その競争で優位を占めたのは大規模金融機関たる都市銀行で，他方信用
金庫は自ら専門とする貸出分野を侵食され，敗退を強いられた。信用金庫は
一方での預貸金業務の不振と他方での，金融の自由化・証券化・国際化が提
供する十二分な投機利得獲得機会のもとで，投機利得への依存を強めたもの
の，都市銀行ほどの巨額のキャビタル・ゲインも得られず，むしろ収益の不
安定化を強めた。そして，収益の量的な低迷と投機利得への依存による収益
の質的悪化＝不安定化は農村県にある信用金庫や，都市圏にあってもより小
規模な信用金庫でこそ顕著に見られるのである。それらの信用金庫で深刻な
経営危機が進行しているのである。
以上が低経済成長期下での金融の自由化・証券化・国際化が進展したもと
での信用金庫の，また信用金庫を中心に見た限りでの地域金融機関の現状で
ある。
I 「地域金融のあり方」の金融の自由化・証券化・国際化へ
の基本的スタンス
信用金庫を中心として地域金融機関の現状およびそれと低経済成長期下で
の金融の自由化・証券化・国際化との関連を見てきた。それらの考察を基礎
にして， 金融制度調査会の中間報告「地域金融のあり方」（以下単に「中間
報告」と略す）を検討の素材としつつ，金融の自由化，さらには金融の証券
化・国際化のもとでの地域金融の変容とそれの地域経済や地域住民へのイン
174(406) 第 38 巻 第3•4号合併号
パクトなどについて若干の考察を加えていくことにしよう。
「中間報告」は，地域金融を「地域（国内のある限られた圏域）の住民，
地元企業及び地方公共団体等のニーズに対する金融サービス」と定義し，ま
た一定の地域を営業基盤としていることから，その地域を離れては営業が成
り立たない，いわば地域と運命共同体にある，地方銀行や協同組織金融機関
が，全国的な店舗を有する都市銀行などと区別される地域金融機関であると
した。その上で，「中間報告」は，地域の活性化のためには地域金融の充実，
すなわち，地域住民等に対する金融サービスの均てんや地域間格差の是正へ
の地域金融面からの貢献が必要となっており， したがってまた地域金融機関
には地域の住民・企業等の金融ニーズの多様化・高度化に対応し，また地域
開発プロジェクトに積極的に参画することなどを通して地域間格差の拡大へ
対応することが期待されるが，そのためには，地域金融機関は既存の機能を
一層充実するとともに，金融業務の自由化に際しては，地域金融機関独自の
規制緩和のあり方＝本体での業務範囲の緩和が必要であることを提言したの
であった10)。
さて， この「中間報告」は，あくまでも金融業務の自由化＝金融制度改革
と関連して，取りまとめられたという経緯からも明白なように，金融の自由
化と密接な関連を有することは言うまでもない。それでは，そもそも， 「中
間報告」は金融の自由化へのいかなる評価に立ち，あるいは地域金融と金融
の自由化との関係について，どのような基本的な理解の上に展開されている
のであろうか。換言するならば，「中間報告」の基底にある， 金融の自由化
への基本的な考え方はいかなるものであるのか。まずこの点を確認する作業
から始めよう。
ただ，この点に関しては「中間報告」では，まさにその基底にあるがゆえに，
まとまった形で，必ずしも十分展開されているわけではない。しかし，「中間
報告」を取りまとめた金融制度第一委員会の委員長を勤めた原司郎氏が，「中
10) 『新しい金融制度について』， 510-22ペー ジを参照。
金融の自由化・証券化・国際化と地城金融（池島） （407)175 
間報告」をも含めて，同氏が関与した金融の自由化に関連する各種の重要な
報告書の内容の延長線上にあり，それゆえ，各種報告書と併せて読まれるべ
きとする，同氏の著書『地域金融と制度改革』からその考え方を窺い知るこ
ができる。その著書にもっぱら依りつつ，地域金融（機関）と金融自由化に
と関する「中間報告」の基本的な考え方を析出，確認していくことにしよう。
同氏は， 「金融資源の配分上の格差が生まれてきたゆえんは， 金融の自由
化・金融の国際化の急激な流れと無関係ではない•…••地域金融がいま新しく
問題とされるにいたったのは，こうした金融の自由化・金融の国際化の進行
のもたらした影の側面の是正が必要となってきたといえなくともない」11)と
する。すなわち，金融の自由化・国際化は金融機関に東京での大きな利潤獲
得機会を与え，地域金融機関もまた，地方で資金を調達し，東京で投機的に
運用するという行動をとってきたのであり，これは金融資源の偏在＝国土や
地域住民の生活の不均衡な発展をもたらしてきたと主張するのである。
とはいえ，同氏は「金融の自由化・金融の国際化の流れはそれなりに重要
な意義を持ち，今後も日本の金融システムを変革していく基本となることは
いうまでもない」12)と断定する。 また， 金融の自由化・証券化・国際化など
による「金融システムにおけるさまざまな構造変化は，地域金融および地域
金融機関の機能を促進するであろう。地域金融機関は自由裁量度が増大する
のに伴い，地域開発金融や地域内の個人・中小企業・農林漁業者に対する金
融サービスの手段の多様化を図ることになる•…••こうした金融システムの変
革は地域金融にとって光の側面をもつことは否定できない」13)と主張する。
したがって，金融の自由化さらには金融の証券化・国際化は地域金融に影
と光の両面を与えるのであるが， 「各金融機関の創意と工夫によって， その
金融機関の個性なり比較優位の分野が決められる方向のなかで，この種の問
題の解決を地域金融専門金融機関制度の創設によることはできない。また，
11)原司郎，前掲書， 83-4ペー ジ。
12)同上， 84ペー ジ。
13)同上， 148ペー ジ。
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アメリカのように，……法律や規制によって一種の強制を課することを通じ
て地域金融を促進することも好ましいことではない……地域金融機関の公共
性とか地域密着性とかに期待するだけでなく，制度面で経営的にも地域金融
に重点を置くことによって安定性を確立できるようにすることが必要」14)あ
ると同氏は主張するのである。
金融の自由化さらには証券化や国際化は地域金融の後退をもたらしてい
る。しかし，それらは他面では地域金融の充実につながる可能性も有し，何
よりも経済全体として基本的に受け入れられるべき流れである。金融の自由
化を一層推進し， しかも，地域金融機関が地域金融への傾斜を図るような形
での金融制度改革によって地域金融は充実されるべきである。
これが原氏の金融自由化と地域金融に関する基本的な考え方であり，そし
てまた， 「中間報告」の基底にある考え方であると思われる。そして，その
考えは， 「中間報告」での地域金融機関独自の業務規制の緩和＝小会社方式
によらない本体での業務範囲の拡大，という具体的な処方箋の提示へと結実
したのである。
原氏，それゆえ，「中間報告」も基本的には金融の自由化，さらには証券化
や国際化を是認し，推進する立場に立ち，またそれが地域金融を論ずる場合
の前提となっているのであるが，この前提となっている金融の自由化自体を
改めて問直すことを軸として，「中間報告」に若干の検討を加えていきたい。
m 「地域金融のあり方」における金融の自由化・証券化・国
際化と地域金融機関
まず第一に，原氏および「中間報告」での金融の自由化が地域金融に与え
たとされる，いわゆる影の側面についての理解に検討を加えたい。
金融の自由化等が地域金融の後退をもたらしたことは「中間報告」にも事
14)同上， 149ペー ジ。
金融の自由化・証券化・国際化と地域金融（池島） (409)177 
実関係として述べられていることであるが15)，原氏の著書でのより詳しい説
明に見られるように，金融の自由化等が地域金融の後退をもたらしたのは，
何よりも金融の自由化や証券化，国際化が金融機関に魅力ある収益機会を提
供するようになったことに求められている。換言すれば，その魅力的な収益
獲得機会の現出に刺激されて，地域金融機関までもが地域で資金を調達しつ
っ，それを東京で運用する，あるいは投機的取引に運用して利益を得るよう
になったことに問題があるとされている。
そこで，そうした金融機関の行動は「そのこと自体を悪いとはいえない
が，やはり重点はそれぞれの金融融関が基盤としている各地方におくべきで
あり，まずそれらの地域の資金需要の発掘に最大の重点をおき，地域活性化
に貢献することを第一義とすべきであろう。それでも資金に余剰を生じたと
きには東京のマネーセンクーで運用することまでを否定する考えはないが，
現状は逆の方向を取る金融機関が少なくなく，そこに問題の一つが存在して
いるように思える」16)と原氏が主張するわけである。
金融の自由化，さらにはそれに関連する金融の証券化や国際化が確かに金
融機関に新たな収益獲得機会を提供するものであることはすでにわれわれも
見てきたところである。しかし，金融の自由化は何よりも金融機関の競争の
自由を保証し，金融機関の競争を促進しようとするものであることも同時に
把握されねばならない。高度経済成長の終結により，全ての金融機関が高成
長を遂げられる条件は消滅したのである。それゆえ，そのもとでの金融機関
の競争の自由の保証は金融機関間の競争をきわめて激しいものとせざるをえ
ない性格を持っているのである。
もともと地域金融機関の経費率は高いのであるから，貸出や預金の拡大で
の競争戦で劣勢に立つのはいわば当然のことであり，既に考察したように都
市銀行に中小企業や個人への貸出の分野での貸出シェアを奪われ，地域金融
機関は地域経済からの遊離を進め，またその預貸業務での低収益をカバーす
15) 「新しい金融制度について』， 518-9ペー ジ参照。
16)原司郎，前掲書， 83-4ペー ジ。
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るために，ハイリスク・ハイリターン型の資産運用，すなわち，投機的収益
への依存を強めざるをえなかったのである。
地域金融機関の地域金融からの後退は，金融の自由化のもつ二側面，すな
わち，金融機関への競争の自由の保証による競争の促進と新たな収益機会の
提供という二側面の相互関係の中で捉えられるべきである。そうでないと，
単に地域金融機関の地域金融への姿勢の問題がよりクローズ・アップされ，
金融自由化が地域金融機関に与えているインパクトや金融の自由化の経済的
効果について十全に把握されないこととなろう。金融の自由化が地域金融に
与えている影＝マイナス作用について過小評価することになろう。
W 金融の自由化と金融サービスの性格の変化
さて， 「中間報告」は地域金融機関の課題は地域金融の充実，すなわち，
地域住民，地元企業，及び地方公共団体等のニーズに対して十分な金融サー
ビスを供給することにあるとする。またそのために地域金融機関に独自の金
融業務の規制の緩和を認めるべきとした。 「中間報告」が主張するように，
地域金融機関がそのニーズに対応した金融サービスを十分に提供できるよう
になること，それ自体には異論はない。
ただ，問題とされるべきはその供給する金融サービスの性格と金融の自由
化との関連である。金融機関の供給する金融サービスがあくまでも金融の自
由化の基本方向に沿うものである限り，それが金融の自由化によってどのよ
うな特徴を付与されるのかという問題が次に検討されねばならない。この問
題に関しては二つのことを指摘したい。 ・
東京都や大阪府では全国銀行が1980年代，とりわけ，その後半で，預貸率
を高度経済成長期で見られたよりも高い水準に引き上げ，きわめて積極的な
貸出の拡大を行ったことは既に見た。「中間報告」が言うように， 地域金融
が地域経済の構成員からの金融ニーズに積極的に応え， 機能面からみると
「地域の資金を地域に還元し， あるいは外部の資金を導入し地域に投入す
金融の自由化・証券化•国際化と地域金融（池島） (411)179 
る」17)ことにあるならば， 全国銀行のそうした行動は東京都や大阪府での地
域金融の充実に大いに貢献したともいえる。
しかしその表面的には充実した地域金融の内実が，不動産への投機に関連
する貸出の拡大であったこと，そしてそれが金利の自由化によって促進され
たことは今や周知のことである 18)。地価の高騰とバプル経済の現出を促進し
たそうした方向での地域金融の充実がその地域の経済の総体と圧倒的多数の
住民にとって，決して望ましい結果をもたらすものではなかったことは言う
までもない。
金利の自由化は預金の量的拡大を図るならば預金金利をより積極的に引き
上げることを強制するのであり，それはまた預金コストの上昇による収益の
悪化を回避するための一つの方策として，より高い運用益を獲得できるよう
な資金運用を選択することを金融機関に求める。金利の自由化は金融機関
が，たとえ投機活動を助長しようが，また地域住民の利害に対立しようが，
単に高収益性という点から動機づけられた資金運用行動を取るよう促進する
側面を有すること，したがってまた，バプル経済の再出の要素を内包するも
のであることが看過されてはならない。これが金融の自由化，特に金利の自
由化が金融機関の供給する金融サービスに与えるインパクトの一つであるこ
とに留意する必要がある。
この第一の点を除いたとしても，金融自由化の基本方向に沿った，金融サ
ービスの性格について吟味されるべき点が残されている。
地域公共団体はさておき企業や家計への金融サービスに対する金融の自由
化のインパクトに関しては，これまでの金融の自由化の進展経過から大体の
骨格が浮かび上がってきているように思われる。
まず最初に指摘できるのは，金融の自由化は金融機関に対してと同じく，
企業や家計に対しても差別的効果を有することである。より経済力の強いも
17) 「新しい金融制度について」， 512ペー ジ。
18)例えば，野口悠紀雄「バブルの経済学」日本経済新聞社， 1992年， 117-36ベー
ジを参照。
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のこそ金融の自由化からより大きなメリットを得られることである。
中小企業庁は中小企業金融に関して， 「金融市場の自由化・国際化・証券
化の過程において大企業は内外社債の発行，増資， CPの発行等により低利
な資金の調達を進め，自己資本の充実を図ってきているのに対し，中小企業
では，こうした低利かつ財務内容改善に資する資金調達手段の活用が困難で
あるため，自由化の恩恵という側面における両者の格差はきわめて大きい」19)
のであり，また資金の運用面でも，「大口定期預金， CD,債券現先などの商
品は，一定のロットが要求されるので，現状では，中小企業に取って，必ず
しも容易に利用できるものではない」20)と指摘している。
以上のことは家計にも当てはまるであろう。いろんな自由金利商品が登場
してきたけれども，それらを利用するには一定額以上の貯蓄が振り向けられ
ることが条件とされ，また，その最低額が大きな自由金利商品の金利はそれ
のより小さな商品の金利より高いとされているのが通例だからである。
また，中小企業は自己金融力が弱く資金調達においてもっぱら金融機関か
らの借入れに依存せざるを得ないのであるが， 「自由金利預金の増大等によ
る，金利リスクおよび，流動性リスクの高まりにより，金融機関は新短プラ
の浸透を図るとともに長期貸出における変動金利貸出や短期貸出のロールオ
ーバーなどを増加させている。このため，中小企業は転嫁された金利，流動
性リスク等を負担せねばならず，その支払い利息や借入れ額の予想が立てに
くくなり，経営が不安定化するおそれがある」21)のである。
家計の場合，金融機関からの住宅ローンが必要な資金調達の大部分を占め
るのであるが，住宅ローンも金融機関が預金金利の自由化による金利変動リ
スクを回避するため，変動金利制が導入され，その結果， 1989年度で見た場
合でも，住宅ローンの新規貸出額に占める変動金利貸出の割合は約 7割にも
19)中小企業庁計画部金融課編「中小企業金融の新潮流」同友館， 1990年， 35-8ペ
ジー。
20)同上。
21)同上， 33ペー ジ。
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上ると言われている。既に， 「金利上昇時に生じた未収利息問題に見られる
変動金利制そのものの持つ家計返済の不安定性」22)が指摘されてきたのであ
るが， 「金融機関の経営基盤の安定の観点から近い将来， 住宅ローンにも短
プラ連動長期貸出金利の適用が考えられ」23)ており， 家計の不安定性の増大
が懸念されているのである。
それだけではない。預金金利の自由化は定期預金に関してはほぽ完了し，
今後は流動性預金の自由化が中心とされる。今や，家計の収入や支払いの多
くが普通預金での口座振替で決裁されるようになっており，それゆえ，流動
性預金の金利自由化問題は，これまでの金利自由化措置に比して家計にとっ
て，より重要な意味を持ってくる。今後の金融行政に大きな影響を与えるで
あろう，大蔵省銀行局長の私的研究会である金融問題研究会は1991年3月に
「流動性預金の自由化について」の報告を出した。それは流動性預金の金利
の自由化は金融機関による決裁サービスヘの受益者たる預金者のコスト負担
とのセットで進めるべきであるとし， しかも現行の金利規制下では実質的
に， 大口預金者から小口預金者やあるいは頻繁な決裁サービス利用者への
所得移転が生じているが， そうした所得分配の不公平が生じないような形
での預金者＝受益者の適正なコスト負担を求めるべきであるとしたのであ
る24)0 
なお同報告は流動性預金の金利自由化の先進国である米国の轍を踏むべき
ではないことも主張している。すなわち， 「米国においては，決裁性のある
預金の金利自由化が行われた結果， 金利が高くなる一方で， 最低預入金額
が設けられたり， 手数料が引き上げられたことから， 零細預金者が決裁シ
ステムから排除されるケースがみられるなどの問題を生じている。このよ
22)鈴木孝ー・安斎俊彦「住宅金融の現状と課題」「金融ジャーナル」第33巻第2号，
1992年， 20ベー ジ。
23)同上。
24)金融問題研究会「流動性預金の金利自由化について」『金融財政事情」第42巻第
20号， 1991年． 33-5ペー ジ参照。
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うな事態を避けるためには一般個人誰もが利用できる手数料のかからない
または低廉な手数料の決裁口座が確保されることが望ましい」25)と主張して
いる。
もちろん，米国での最悪の経験は回避できるかもしれない。しかし，これ
までのわが国での定期性預金の自由化やまた米国での金利自由化の経験が示
し，また，同上報告書から読み取れるように，流動性預金金利自由化の基本
方向が金融機関の収益性，経営効率への貢献度に応じて，預金者が金融機関
から大きな見返り＝金利収益を得るという原則にあくまでも沿うものである
限り，流動性預金の金利自由化から大きな恩恵を受けるのはもっぱら高額所
得者であるという基本構図は変わらないであろう。いや， 零細低額所得者
は，金融機関で決裁サービスを受けるには，現在にはない新たな費用負担を
求められるかもしれないという点で，流動性預金の金利の自由化の家計への
差別効果はより強いものとなる可能性があるのである。
金融の自由化は金融機関と同じく企業や家計の分野でも，経済力格差を拡
大するように差別的に作用し，また，中小企業や家計の経済的不安定性を促
進する可能性が高いというのが，いわば，金融の自由化の基本的方向として
確認できるのではないだろうか。
地域金融機関が地元中小企業や住民のニーズに応えるとしても，金融の自
由化の基本的流れに沿った方向でしか，また金融の自由化の基本的枠組みに
規定されてしか，金融サービスを提供できないと仮定するならば，そのサー
ビスは全体として地元の企業と住民の経済的不安定化を強め，また，その内
部で一層の経済力格差を拡大するという方向で作用するのではないだろう
か。これらのことがはたして地域経済の活性化と住民の豊かさに結びつくの
であろうか。
25)同上， 35ペー ジ。
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V 金融の自由化・証券化・国際化と金融再編成の経済効果
さらに「中間報告」についての次の検討点に進もう。
「中間報告」は地域金融機関は地域経済と運命共同体的関係にあるがゆえ
に地域金融の充実はいうまでもなく，例えば，地域社会の社会，文化活動な
ど，それ以外の分野でも地域の発展のために積極的役割を果たすよう強調し
ている。この主張自体は決して否定されるものではない。
しかし，低経済成長期下での金融の自由化・証券化・国際化の進展の下で
金融機関の業態内での収益力格差が拡大し，地域に積極的な役割を果たすべ
きとされる地域金融機関自体が，経営危機に瀕していることは既に見たとお
りである。地域金融のまさに主要な担い手たる地方圏での地域金融機関の経
営が現在きわめて危機的な状況にあるのである。
「中間報告」も「金融自由化の進展等に伴い，資金調達，資金運用の両面
において競争が激化しつつある一方で，一般的にみて経費率の業態間格差は
むしろ拡大しつつあるなど，地域金融機関経営は今後もますます厳しい状況
になっていくものと予想される」26)と地域金融機関の現状や将来への金融自
由化の厳しいインパクトを認めている。しかし， 「地域金融機関は， 金融自
由化の進展に適切に対応して，経営の効率化と体質の強化に最大限の努力を
払う必要があると考える」27)と あくまでも地域金融機関は自助努力で金融
の自由化による経営危機に対処すべきであるとするのである。もちろん，金
融の自由化の是認を前提とする「中間報告」が金融の自由化への地域金融機
関のそうした対処方向を打ち出すのは，これまたきわめて自然であると言え
る。
しかし，「中間報告」のそうした立場は， 既に現在ですら金融機関の収益
力格差が拡大し，地域金融機関の経営危機が深刻となっており，しかも，今
26) 「新しい金融制度』， 515ペー ジ。
27)同上， 520ペー ジ。
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後の小口預金の金利自由化の進展が地域金融機関をこそ直撃し，より苦境に
立たせることが予想されているのであるから，積極的であれ消極的であれ，
地域金融機関に関連する吸収合併が進行すること，換言すれば，地域金融機
関に関わって金融再編成が進行することを放置し， 容認することを意味す
る。
そして現実にその事態は既に大きく進行しているのである。一例として，
最も弱い金融機関と言える農業協同組合を取り上げれば，その組合数は合併
により1992年の 1年間で10彩も減少したが， それは， 「金利の自由化で利益
の柱となってきた信用事業の収益力が急速に悪化しているのが最大の原因
だ」28)と言われているのである。金融の自由化の先進例である「アメリカの
銀行界では， 80年に金融の自由化が始まって以来，業界再編が急速に進展し
てきた。銀行倒産件数は， 82年より急増し， 89年には70年代合計の 2.5倍に
当たる206行に達した。その後は若干減少したが， 90年は169件とほぼ2日に
1行が倒産している割合である。銀行の買収も90年までの10年間で 3,063件
と，極めて活発に行われたのである」29)と言われているのである。
第三の「中間報告」に関連する検討点はそうした地域金融機関の吸収・合
併の増大が地域経済にいかなる影響を及ぽすかという問題である。
まだ比較的，地域経済に最も影響の小さいであろうと予想される，地域金
融機関同士の吸収・合併を仮定した場合でも，少なくともそれにより吸収合
併後の地域金融機関の規模はより大きくなり，その営業範囲もより広域化す
るのは確実なことである。
かねてより，中小企業金融の分野で貸し手と借り手の間には「規模に関す
る対応の原則」が存在するということが主張されてきた。すなわち， 「大規
模（大資力）金融機関が中小零細層の融資に深入りすることは，金融機関の
経営効率にとっても，借り手の中小企業の安定資金の要請にとっても，望ま
28)日本経済新聞， 1993年3月28日付。
29)高谷信一郎「再編進む米国金融界」「証券月報』（山一証券） 516号， 1991年， 26
ペー ジ。
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しいことではないこと， 他面， 小規模金融機関が大口貸出を指向すること
は，金融機関のリスク分散，健全経営にとって望ましくなく，また取引対象
の中小企業の要求にもこたえることが困難となる」30)と言われてきた。
この「規模に関する対応の原則」に従うならば，地域金融機関がその規模
の上向シフトに応じて，その貸出対象企業の規模をも上向にシフトさせるの
はその経営効率の点から見てもきわめて当然な帰結であると言える。現に，
1991年に神奈川県の 3信用金庫が合併して，湘南信用金庫が登場したが，そ
の理事長は合併の理由が預金金利に完全自由化に対応するための経営基盤の
確立にあるとしながら，合併によるスケールメリットを，貸出金利を引き下
げつつ，何よりも 1貸出先への貸出枠を広げることができるようになったこ
とにあるとしている 31)0 
現在では， 「中小企業金融については， 昭和初期の銀行合同の嵐の中で銀
行の集中が進み，小口零細取引者が排除されていったのと同様の傾向が強ま
っている」32)という指摘もあるが， 合併による競争条件の強化により， 地域
金融機関は従来に比べて，より規模の大きな貸出が可能となるが，それは他
面で， 「規模に関する対応の原則」からも， 経営効率の点から貸出規模の最
下層に位置する貸し手を切り捨てる，あるいは，信用力の劣る貸し手への貸
出条件の差別化を強めるよう作用することが懸念されるのである。
さて次は，吸収・合併による個別地域金融機関の営業範囲の広域化の問題
である。既に近年の積極的な異種，同業での金融機関の吸収・合併＝金融再
編成による営業範囲の広域化が進展してきているが， 「大手地方銀行が「広
域銀行」への傾斜を強める中で，その対抗策として県経済圏内部における地
方銀行間，地方銀行・信用金庫間，信用金庫間の連携強化と地域銀行合同の
30)高田博「中小企業金融」「日本の金融機構（下）』新日本出版社， 19以年， 52ペ
ジー。
31) 「金融自由化対応で合併を選択」「金融ジャーナル」第33巻第4号， 1992年， 97
-8ペー ジ。
32)斉藤正「加速する信用金庫の再編」「金融ジャー ナル」同上号， 33ペー ジ。
186(418) 第 38 巻 第3•4 号合併g
動きがある。広域銀行による広域経済圏の形成に対して県経済圏の自立性を
確保するためには地域金融機関の協調体制による県域内の資金循環ネットの
構築が不可欠である」33)という指摘も見られる。
この指摘は広域銀行化は営業可能な範囲を拡大し，資金循環範囲を拡大す
るがゆえに，それが旧来の営業範囲の地域に存在し地域経済を支えてきた，
地域内で集めた資金を地域に還元するという資金循環メカニズムを破壊する
ことへの懸念を表したものである。
吸収・合併による個別地域金融機関の営業範囲の広域化は，吸収・合併以
前に存在した旧来の営業対象範囲の地域と地域金融機関との運命共同体とし
ての結び付きを希薄化することは否定できない。
都市銀行は全国を営業対象とするがゆえに，収益性を無視しても地域の金
融ニーズに応えるというような行動は，どの地域に対しても取れるものでは
なく，それゆえ，収益性の，あるいは，営業効率の観点から，地域経済の動
態に応じて絶えず店舗のスクラップ・アンド・ビルトを繰り返し，また，収
益性の低い地域から資金を引き上げ資金供給パイプを細め，他方，収益性の
高い地域へ資金運用を集中し，その資金供給バイプを太くするように行動す
るのである。
地域金融機関が，収益性を犠牲にしてでも地域からの金融ニーズに応えた
のはあくまでもその地域と運命共同体的な関係を有するからである。 しか
し，吸収・合併による地域金融機関の広域化は旧来存在した地域金融機関と
特定地域との運命共同体的な関係を希薄化させ，その地域を，地域金融機関
が都市銀行のように，もっぱら短期的な収益性の観点からスクラップ・アン
ド・ビルドの対象として捉え行動するよう促進するのではないだろうか。地
域金融機関の広域化が進むほど，地域金融機関が単なる収益性の点からスク
ラップの対象とする地域がますます増大していくのではないだろうか。地域
経済の不均衡が是正されるどころか，むしろ，地域経済の不均衡がより激し
33)杉村正裕「地域経済の広域プロック化と地銀の合併」「金融ジャー ナル』同上号，
28ペー ジ。
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く進展するのではないだろうか。先行する金融再編成が地域経済の再編成を
促進するという事態もまた考えられるのである。
地域金融機関を金融の自由化の流れの中に放置するならば，それは金融再
編成の急速な進展に組込まれていくであろう。そして，金融の自由化のもと
での地域金融機関を組込んだ金融再編成は地域経済内の経済的弱者の経済条
件をますます悪化させるよう作用し，それゆえまた，産業再編成を促進し，
さらに，資金循環の広域化により，地域経済の再編成＝地域経済の絶え間な
い不均衡化を促進するよう作用することが懸念されるのである。
おわりに
「地域金融のあり方」（「中間報告」） は地方銀行や第二地方銀行の意見を
全面的に受け入れたものである，と言われているが34), 「中間報告」がその
専門とする中小企業や個人への貸出分野を都市銀行によって侵食され，それ
ゅぇ，その存立理由を問われつつある，地方銀行や協同組織金融機関を都市
銀行とは区別される地域金融の中心的な担い手たる地域金融機関として積極
的な位置づけを与えたことには異論はない。地域金融の充実をとおして地域
金融機関は地域経済の発展や地域住民の生活の向上に積極的に貢献すべきと
いう主張にも異論はない。
しかし， 「中間報告」が強調するように， 地域金融機関が地域経済に積極
的な役割を果たすべきとするならば，「中間報告」の前提， あるいは基底を
なす，金融の自由化の是認という考え方それ自体を検討の対象とし，金融の
自由化，さらには金融の証券化や国際化が地域金融機関や，地域の企業や住
民にいかなるインパクトを与えているのか，あるいは与えようとしているの
かを今や改めて問いなおすべきではなかろうか。
金融の自由化，さらには金融の証券化や国際化が地域金融機関の経営危機
34) 「地域金融機関の選択」「金融財政事情」第41巻第27号， 1990年， 25ペー ジ参照。
188(420) 第 38巻 第3•4号合併号
を深刻化させ，それが地域金融機関の地域からの遊離と地域金融機関に関連
する金融再編成を急速に進行させ，急速な金融再編成と金融の自由化の基本
的枠組みに規定された地域金融機関の金融サービスが地域経済を構成する社
会的・経済的弱者の弱体化と地域経済の不安定化を促進するという方向を持
つとするならば，例えば，地方公共団体が地元中小企業と同じく，地域金融
機関をも育成・振興の対象として積極的に位置づけ援助し，地域金融機関を
金融の自由化の流れからすくい上げつつ，一定の経営的安定性を確保できる
ような制度的枠組みをも付与することで，地域金融機関が金融の自由化の基
本的枠組みから解放されて，安定的かつ積極的に地域に貢献できるというよ
うな方向も検討されるべきではないだろうか。
